
1.千葉県におけるマイナンバーの利用について 

 指定難病医療費助成制度では、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律」（マイナンバー法）により、平成２８年６月より申請書への個人番号（マイナンバー）の記載が義

務付けられ、申請時に記載いただいています。 

 千葉県では令和 5 年 4 月 1 日以降、指定難病医療費助成制度において、マイナンバーを利用した情報

連携を開始します。これにより、マイナンバーを提出いただいた方については、住民票及び（非）課税証

明書の提出を省略することが可能になります。 

ただし、次ページの中段枠内の要件に該当する方については、マイナンバーを提出いただいても、引き

続き市町村民税（非）課税証明書の提出が必要になります（詳細は次ページをご参照ください）。 

2.マイナンバーの番号確認と身元確認について 

 難病医療費助成申請を受け付ける際には、個人番号調書の他に、マイナンバー法の規定により「番号確

認」及び「身元確認」が義務付けられています。確認に必要な書類は以下のとおりです。 

 窓口申請の場合は原則提示のみですが、郵送申請の場合は写しの提出をお願いいたします。 

①申請者が受診者又は保護者の場合 

 

②申請者が受診者又は保護者以外の代理人の場合 

 

番号確認 身元確認

顔写真入りの身分証明書(例) 顔写真の入っていない身分証明書(例)

特定医療費（指定難病）受給者証、健康保険

証、年金手帳、個人番号が記載されていない住

民票、官公署が発行する証明書（写真なし）等

マイナンバーカード（表面）、運転免許証、パ

スポート、身体障害者手帳、官公署が発行する

証明書（写真あり）等

以下のいずれかを提示

申請者と世帯全員の

・マイナンバーカード（裏面）

・通知カード（氏名、住所等に変更がない場合）

・個人番号が記載された住民票、住民票記

載事項証明書

以下のいずれかを提示

申請者の

・顔写真入りの身分証明書１点（以下参

照）

・顔写真の入っていない身分証明書２点

（以下参照）

代理権確認

以下のいずれかを提示

【成年後見人等の法定代理人】

・戸籍謄本、その他資格を証明する書類

【任意代理人】

・委任状

番号確認 身元確認

以下のいずれかを提示

受診者及び世帯全員の

・マイナンバーカード（裏面）

・通知カード（氏名、住所等に変更がない場合）

・個人番号が記載された住民票、住民票記

載事項証明書

以下のいずれかを提示

代理人の

・顔写真入りの身分証明書１点

・顔写真の入っていない身分証明書２点

※上記①の例参照

千葉県難病医療費助成に関する情報連携開始のお知らせ 



3.マイナンバーの提出範囲 

 住民票や課税証明書の添付の省略を希望する場合は、下記表に記載されている方のマイナンバーが必

要になります。個人番号調書に過不足なくご記入いただき、番号確認及び身元確認書類の提示又は写し

を提出してください。 

 

 

 

以下の要件に該当する方は、情報連携の希望に関係なく市町村民税（非）課税証明書

の提出が必要です※。 

 

・被用者保険に加入しており、市町村民税が非課税の方 

・国保組合に加入している方 

 

・市町村民税未申告の方 

・その他個人番号の提出書類に不備等があった方 

 

 

※マイナンバーの提出があった場合は、住民票の省略は可能です。 

 

 

マイナンバーの提出がない場合でも指定難病医療費助成申請は可能ですが、住民票及び（非）課税証

明書の添付が必要になります。また、マイナンバー法に基づき、他の行政事務のため市町村等から情報提

供を求められたときに、千葉県が回答することが義務付けられているため、提出がない場合でも申請者の

マイナンバーを登録する必要があります。その場合には、地方公共団体情報システム機構を通じてマイナ

ンバーの収集を行いますので、あらかじめご了承ください。 

また、ＤＶ・虐待等の被害及びその恐れにより避難している場合には、情報連携における不開示設定等

を希望することで、所在地に繋がる情報を秘匿することができます。希望する場合には、申請窓口にお申

し出いただくか、各種申請書の該当項目にチェックをしてください。 

受給者と同じ住民票上で後期高齢加入者全員

同一保険（記号・番号が同じ）加入者全員

同一保険（記号・番号が同じ）加入者全員

患者本人のみ

患者及び被保険者

受給者の加入保険 マイナンバーの提出が必要な方

国民健康保険（国保一般、退職国保）

国民健康保険組合（国保組合）

後期高齢者広域連合（後期高齢）

被用者保険

（全国健康保険協会、

健康保険組合、

共済組合等）

受給者が被保険者

受給者以外が被保険者

高額療養費に係る適用区分の照会に 

必要になります。 

情報連携ができないため、書類での提出を

求める場合があります。提出がない場合は

上位所得として算定します。 

 


